
注記  

１．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針 

（１）引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

未収入金・貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上

している。 

賞与引当金 

教職員に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき支給見込額を計上して

いる。 

退職給与引当金 

退職金の支出に備えるため、大学及び短期大学の教職員に係る退職給与引当金は、期

末要支給額 2,302,262,148円の 100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金

の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上し、高等学校以下の

教職員に係る退職給与引当金は、期末要支給額 2,291,373,472円の 100％を基にして、

東京都私学財団からの交付金相当額を控除した額を計上している。 

（２）その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法である。なお、満期保有目的の債券については償却原価法で

ある。 

外貨建資産の本邦通貨への換算基準 

外貨建短期金銭債権については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長  

期金銭債権については、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

収入と支出は相殺して表示している。 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）改正後の学校法人会計基準（昭和 46年文部省令第 18号）の適用 

当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和 6年文部科学省令第 28号）に基づく

改正後の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。 

（２）賞与引当金の計上 

 学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上

している。これにより期首に計上すべき額として特別収支に 438,521,761円を計上し、当年度に賞

与として支給した額から特別収支の計上額を除いた額及び支給は翌年度であるが当年度の支給対象

期間に相応する額として、人件費に 1,324,530,002円を計上している。 

 この結果、従来の方法と比較して教育活動収支差額、経常収支差額が 11,906,608円減少し、基本

金組入前当年度収支差額が 450,428,369円減少している。 

３．固定資産の減価償却額の累計額の合計額 

  32,879,058,957 円 



４．金銭債権の徴収不能引当金の合計額 

 0円 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

  該当なし 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金に組入れを行うこととなる金額 

 0 円 

７．当該会計年度の末日において第 4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

 第 4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

８．セグメント情報 

（単位 円） 

大学・短期大学 幼稚園･中学校･

高等学校 

学校法人 合計 

教育活動収入計 8,884,023,970 3,396,158,311 175,584,189 12,455,766,470 

教育活動支出計 8,175,505,027 3,631,654,224 545,201,938 12,352,361,189 

教育活動収支差額 708,518,943 △235,495,913 △369,617,749 103,405,281 

教育活動外収支差額 192,421,544 74,904,032 32,316,111 299,641,687 

経常収支差額 900,940,487 △160,591,881 △337,301,638 403,046,968 

特別収支差額 35,232,492 18,155,274 △438,521,784 △385,134,018

基本金組入前当年度

収支差額 936,172,979 △142,436,607 △775,823,422 17,912,950 

基本金組入額合計 △102,027,541 14,400,019 △118,818,607 △206,446,129

当年度収支差額 834,145,438 △128,036,588 △894,642,029 △188,533,179

（注１）セグメント情報は拠点区分別（設置学校・附属施設別）の収支情報の内訳を示すものであ

り、必ずしも理事会が経営資源の配分の決定及び業績を評価すること等を目的とした財務情報には

なっていない。 

（注２）各セグメントの主な区分方法は、拠点区分に応じて「大学・短期大学」「幼稚園・中学校・

高等学校」「学校法人」に区分している。「大学・短期大学」には、共立女子大学、共立女子短期大

学を含んでいる。「幼稚園・中学校・高等学校」には、共立大日坂幼稚園、共立女子中学高等学校、

共立女子第二中学校高等学校を含んでいる。 

（注３）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和 55 年 11 月４日付け文管企第 250 

号文部省管理局長通知「資金収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を

適用している。 

９．重要な偶発債務 なし 

セグメント

科目



10.子法人に関する事項

（１）子法人の概要 

子法人の

名称 
事業内容 資本金の額 

学校法人の出資金

額等及び当該会社

の総株式等に占め

る割合並びに当該

株式等の入手日

議決

権の

所有

割合 

役員の兼任等 

他の注記事項との関係 

出資 

会社 

関連 

当事者 

学校法人間 

取引

株式会社 

ウィズ・

ケイ

人材派遣事業、

施設総合管理事

業、消耗品等調

達、学生サービ

ス事業、アウト

ソーシング事

業、その他

10,000,000 円
平成 13 年 

3 月 16 日 

10,000,000 円 

200株 

総出資金額に

占める割合 

100％ 

100％ 兼任 5人 

代表取締役 

（職員 1 人） 

取締役 

（職員 2 人） 

監査役 

（職員 1 人・ 

監事 1 人） 

関係

あり 

関係あ

り 

（２）学校法人と子法人の取引の関連図 

学校法人 共立女子学園  株式会社ウィズ・ケイ 

（３）子法人との取引の状況 

子法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 

株式会社 

ウィズ・ケイ

施設設備管理保守

委託料、業務委託、

人材派遣委託料 

他 

1,269,913,053円 未払金 4,820,903円 

寄付金 20,000,000円 － － 

自動販売機電気料 1,584,000円 － － 

（４）子法人の債務に係る保証債務 

学校法人は子法人について債務保証を行っていない。 

11.学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

（１）当該会社の概要 

法人名称 事業内容 資本金の額 

学校法人の出資金額等及び当該会

社の総株式等に占める割合並びに

当該株式等の入手日

他の注記事項との関係 

子法人 
関連 

当事者 

株式会社 

ウィズ・

ケイ

省略 省略 省略 関係あり 関係あり 

人材派遣事業、施設総合管理事業、消耗品等

調達、学生サービス事業、アウトソーシング

事業の委託



（２）当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額 

法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 

株式会社 

ウィズ・ケイ
省略 

12.関連当事者との取引の内容に関する事項

属性 役員、

法人の

名称 

住所 資

本

金

又

は

出

資

金 

事

業

内

容

又

は

職

業 

議

決

権

の

所

有

割

合 

関係内容 取

引

の

内

容 

取

引

金

額 

勘

定

科

目 

期

末

残

高 

他の注記事項との関係 

役

員

の

兼

任

等 

事

実

上

の

関

係 

子法人 出資

会社 

学校法人

取引 

法 人

関係 

株式会社 

ウィズ・

ケイ

千代田

区神田

神保町

3-27-8

三輪ビ

ル 3 階

省

略 

省

略 

省

略 

省

略 

省

略 

省

略 

省

略 

省

略 

省

略 

関係

あり 

関係

あり 

13.学校法人間の財務取引 なし

14.重要な後発事象 なし

15.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

①総括表  （単位 円） 
当年度（2026 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 1,492,389,961 1,937,677,433 445,287,472 
（うち満期保有目的の債券） （1,492,389,961） （1,937,677,433） （445,287,472） 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 19,011,734,659 18,525,133,457 △ 486,601,202
（うち満期保有目的の債券） （11,957,759,646） （11,471,158,444） （△ 486,601,202）

合 計 20,504,124,620 20,462,810,890 △ 41,313,730
（うち満期保有目的の債券） （13,450,149,607） （13,408,835,877） （△ 41,313,730）

時価のない有価証券 60,000,000 
有価証券合計 20,564,124,620 



②明細表 （単位 円）

当年度（2026 年 3 月 31 日） 
貸借対照表計上額 時  価 差  額

債券 13,450,149,607 13,408,835,877 △ 41,313,730
投資信託 53,975,013 53,975,013 0 
その他 7,000,000,000 7,000,000,000 0 

合 計 20,504,124,620 20,462,810,890 △ 41,313,730
時価のない有価証券 60,000,000 

有価証券合計 20,564,124,620 


